
















治モデル（オートノミーモデル）であるとの Gupta（2006, 2007, 2009）および Gupta and Ash
（2008）の主張を検証することと、自治モデルは妻の絶対的所得が上昇するにつれてその限界的
な１単位の増加が限界的に減らす家事労働時間は少なくなるという Killewald and Gough（2010）
の主張を検証することである。
 Brines（1994）によるジェンダー・ディスプレイモデルは夫婦の家事労働行動に関して画期
的なモデルとなり、その後 Greenstein（2000）や Bittman et al.（2003）あるいは Evertson 
and Nermo（2004）により検証されてきた。また経済学ではその直接的な言及こそないものの、
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に関する先行研究では、Ando （2011, 2012-13a, 2012-13b） がそうであるように、そのほとん




































化したのはデューク大学の Brines（1994）で、彼女は夫のそれを上に凸の 2 次関数で、妻のそ






れ て い く こ と と な っ た（Akerlof and Kranton 2000; Greenstein 2000; Bittman et al. 2003; 
Evertsson and Nermo 2004; Gupta 2006, 2007, 2009; Killewald and Gough 2010; Usdansky 
and Parker 2011)。Akerlof and Kranton（2000）はアイデンティティ経済学のフレームワーク





提供している National Study of Family and Households （NSFH）の 1987-88 年のデータを用い






Bittman et al.（2003） は、1992 年の Australian National Time-Use Survey（ANTUS） と





いるのが Evertson and Nermo（2004）である。彼らは、スウェーデンについては 1974 年、
1981 年、1991 年及び 2000 年の Swedish Level of Living Survey（LNU）のデータを、アメリカ
については 1973 年、1981 年、1991 年及び 1999 年の PSID のデータを用いて実証分析を行い、
スウェーデンについてはすべての年次において夫と妻双方の家事労働行動が経済取引モデルにより






に関するパネル調査」（JPSC）のデータを用い、20 歳以上 60 歳未満の同居する共稼ぎ夫婦の家
事労働行動について実証分析を行っており、その結果は、妻の雇用上の地位に関係なく共働きの
夫婦はともにジェンダー・ディスプレイ行動をとることを明らかにしている。また、Ando
（2012-13a）は 1993 年、2000 年及び 2007 年における JPSC のデータから抽出されたコーホー





らかにしている。さらに Ando（2012-13b）は大阪商業大学 JGSS 研究センターの 2006 年にお
2  Ando（2011, 2012-13a, 2012-13b）では有意水準の下限を 5％に設定したが、ここではそれを 10％水準に
まで下げた。その結果、本論文では次のように推定結果の解釈を修正している。まず、Ando（2011）では、
常勤職で働く妻を持つ夫の相対的所得の 2 乗項はその妻の家事労働時間と 10％水準で、有意な正の相関関
係を持つことになる。また、Ando（2012-13a）では、2000 年における非常勤職に就く妻を持つ夫の相対
的所得の 2 乗項はその家事労働時間と 10％水準で有意な負の相関関係を持つことになる。さらに、Ando
（2012-13b）では、常勤職で働いている妻の場合、その夫の相対的所得の 2 乗項は妻の家事労働参加頻度と
10％水準で有意な正の相関関係を持つことになる。なお、Ando（2011）における常勤職で働く妻を持つ夫
の相対的所得の 2 乗項は自らの家事労働時間と負の相関関係を持つものの 10％水準でも有意ではないが、









































3  Gupta and Ash（2008）が提示しているグラフでは、相対的所得が 2 分の 1 と 3 分の 1 の女性については
彼女たちの絶対的所得が 20,000 ドルを超える領域でグラフがジェンダ ・ーディスプレイのような形状になっ
ているが、彼らはこれはサンプルの密度が低い領域から得られた推定の結果によるもので、信頼性に欠ける





 Gupta（2006, 2007） お よ び Gupta and Ash（2008） 以 降 で は Kan（2008） が British 
Household Panel Survey（BHPS）の 1993 年、1995 年、1997 年、2001 年および 2003 年のデー




Gupta（2009）は 1999 年におけるドイツの German Socio-Economic Panel（GSOEP)、2000 年



















き、それをカップルの総所得で除したものである。したがって同指標は－ 1 以上 1 以下となり、正の値をとっ
た場合には本人の所得が、負の値をとった場合には相手の所得が上回っていることを意味する。また、Kan
（2008）の実証分析の結果では男性パートナーの経済的従属指標とその 2 乗項はそれぞれ 0.1％と 5％で有
意にその家事労働時間と負の相関関係を有していることを示していることには注意が必要である。同推定結




5  Killewald and Gough（2010）は一般的に用いられているジェンダー・ディスプレイと家事労働における
夫婦間あるいはパートナー間のジェンダー・ディスプレイ行動とを区別するため、後者を、家事労働にお
けるジェンダー行動規範逸脱を緩和するという意味で「補償的ジェンダー・ディスプレイ（compensatory 
gender display）」という用語を用いている（Killewald and Gough 2010: 989）。
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発生すると指摘している（Killewald and Gough 2010: 990-991）。そこで Killewald and Gough 
（2010） は、妻の絶対的所得が高くなるほど妻はそれが引き下げる家事労働時間の制約に近づく
ため、その限界的な１単位の増加が限界的に引き下げる家事労働時間は少なくなること、したがっ
て両者の関係は Gupta （2006, 2007, 2009） や Gupta and Ash （2008） が想定しているように妻
の絶対的所得の水準に関係なく一定の負の係数を持つ線形関係で表されるのではなく、その上昇
とともに０に近づいていくとの仮説を構築し、1976―2003 年の PSID のデータから得られたと
もに週35時間以上フルタイム雇用で働く夫婦の妻をサンプルとして抽出してパネル分析を行い、
ジェンダー・ディスプレイモデルと自治モデルの検証と同仮説の検証を行っている。Killewald 







Killewald and Gough （2010） はこれら実証分析の結果をもって自分たちが構築した仮説は概ね
支持されたと結論づけている。Usdansky and Parker（2011）は 2003 年から 2006 年までのア
メリカの American Time Use Survey（ATUS）のプールド・データを用い、妻の所得がその家事
労働時間と有意な負の相関関係を有していることを明らかにしている。さらに Killewald （2011） 






















2011: 2）。実際、Bittman et al.（2003）も 1987―1988 年の NSFH のデータから得られたサン
プルから夫の相対的所得が 0、つまりその絶対的所得が 0 の夫婦の 2 ～ 3％もしくは夫の相対的
所得が最も低い夫婦の 2％もしくは 3％を除いた場合、アメリカの夫についてはもはやジェン
ダー・ディスプレイモデルはその家事労働行動を説明しなくなることも明らかにしている
（Bittman et al. 2003: 207）。また Sullivan（2011）は、男性の家事労働におけるジェンダ ・ーディ
スプレイを支持する主要な先行研究が使用しているデータは 1970 年代から 1990 年代までのも
の で あ り（Akerlof and Kranton 2000; Greenstein 2000; Bittman et al. 2003; Evertsson and 











 ところで、日本の自治モデルについても Ando（2011, 2012-13a, 2012-13b）を除いてその
推定は見当たらない 6。Ando（2011）の実証分析の結果は、妻の就業上の地位が常勤であれ非
常勤であれ、妻の絶対的所得はその家事労働時間と有意な負の相関関係を有することを明らかに











 本論文の分析上のフレームワークは基本的に Gupta（2006, 2007, 2009）および Killewald 




ここで YW は妻の家事労働時間、X は妻の相対的所得、X









ここで H と W はそれぞれ夫及び妻の絶対的所得である。最後に妻の絶対的所得がある一定水準





ここで Dummy 1、Dummy 2、Dummy 3、Dummy 4 はそれぞれ妻の絶対的所得水準を 200 万円
以上 400 万円未満、400 万円以上 600 万円未満、600 万円以上 800 万円未満、800 万円以上
にそれぞれ分けるダミー変数である。
2.2　サンプル
 サンプルは JPSC の 2000 年（ウェーブ 8）から 2009 年（ウェーブ 17）までのデータを用い、
夫婦が同居していること、夫婦ともに 20 歳以上 60 歳未満であること、夫と妻がともに 1 年前
と同じ職場で常勤職で週平均 35 時間以上働いていることという条件をすべて満たす回答者（妻）
に制限した。ただし、夫と妻がともに家事労働時間が 0 の回答者、夫と妻のうちいずれか一方
でも労働時間が 0 の回答者、夫と妻のうちいずれか一方でも所得が 0 の回答者、1 つでも無回
答および非該当のあった回答者はサンプルから除外されている。夫婦ともに週平均労働時間を
35 時間以上としたのは Gupta（2006, 2007, 2009）や Killewald and Gough（2010）がサンプ
ルを得る際に週平均労働時間が35時間以上の夫婦に制限していることに対応させたためである。






















て算出した。絶対的所得の実質化に際しては 2005 年基準の GDP デフレータ（連鎖方式）を用
いた 8。
 その他の説明変数は、夫と妻それぞれの①平日 1 日当たり労働時間（分）、②教育歴、③年齢と、





業に 4、短期大学・高等専門学校卒業に 5、4 年制大学卒業に 6、大学院修了に 7 が与えられて
いる。③、④、⑤、⑥、⑦、⑧については「家族 1 人目」から「家族 10 人目」までの「続柄」、
「性別」、「年齢」、「同居別居」を用いて作成した。⑤から⑧については該当する家族が同居して
いる場合には 1 を、そうでない場合には 0 を与えている。⑨については「市郡規模」を用い、「町
村」に 1、「その他都市」に 2、「大都市」に 3 が与えられている。さらに実質化された妻の絶対
的所得水準が 200 万円以上 400 万円未満、400 万円以上 600 万円未満、600 万円以上 800 万








表 3－ 1　記述統計量（n＝ 982）
変     数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
妻の平日 1 日当たり家事労働時間（分） 0.000 570.000 190.876 97.590 
夫の平日 1 日当たり労働時間（分） 120.000 1320.000 613.717 *** 109.156 
妻の平日 1 日当たり労働時間（分） 360.000 840.000 530.112 65.402 
夫の実質年収（万円、2005 年実質価格） 23.277 2629.017 552.175 *** 221.976 
妻の実質年収（万円、2005 年実質価格） 9.737 3214.064 382.578 208.300 
相対的所得 0.016 0.832 0.402 0.112 
夫の最高学歴 1.000 7.000 4.270 1.676 
妻の最高学歴 1.000 7.000 4.307 1.214 
夫の年齢 23.000 59.000 39.300 *** 7.158 
妻の年齢 25.000 49.000 37.126 6.081 
同居する子どもの数 0.000 4.000 1.407 1.059 
子どもなしダミー 0.000 1.000 0.257 0.437 
0 － 6 歳の子ども同居ダミー 0.000 1.000 0.275 0.447 
7 － 12 歳の子ども同居ダミー 0.000 1.000 0.343 0.475 
実母もしくは義母同居ダミー 0.000 1.000 0.378 0.485 
20 歳以上の娘同居ダミー 0.000 1.000 0.045 0.207 
妻の実質年収 200 万円以上 400 万円未満ダミー 0.000 1.000 0.456 0.498 
妻の実質年収 400 万円以上 600 万円未満ダミー 0.000 1.000 0.282 0.450 
妻の実質年収 600 万円以上 800 万円未満ダミー 0.000 1.000 0.101 0.301 
妻の実質年収 800 万円以上ダミー 0.000 1.000 0.023 0.151 
居住地の規模 1.000 3.000 2.023 0.629 
（注） 表中の ***、**、*、†は「平日 1 日当たり労働時間」、「実質年収」そして「年齢」に関し、それぞれ 0.1％、
1％、5％、10％で夫と妻の当該変数の平均値が有意に異なることを表している。
 記述統計は表 3 － 1 に示されている通りである。妻の平日 1 日当たり家事労働時間の最小値
は 0.00 分、最大値は 570.00 分、平均値は 190.88 分である。夫の平日 1 日当たり労働時間は
最小値が 120.00 分、最大値は 1,320.00 分、平均値は 613.72 分である。これに対して妻の平
日 1 日当たり労働時間の最小値は 360.00 分、最大値は 840.00 分、平均値は 530.11 分である。
夫と妻の平日の労働時間の平均値は 0.1％水準で有意に異なる。絶対的所得としての実質年間収
入は、夫の最小値が 23.28 万円、最大値が 2,629.02 万円、平均値が 552.18 万円であるのに対し、
妻の最小値、最大値、平均値はそれぞれ 9.74 万円、3,214.06 万円、382.58 万円である。これ
ら夫と妻の実質年間収入の平均値は0.1％水準で有意に異なる。妻の相対的所得の最小値は0.02、
最大値は 0.83、平均値は 0.40 である。夫と妻ともに最高学歴の最小値は 1.00、最大値は 7.00 で、
平均値については夫が 4.27、妻が 4.31 であるが、両者は 10％水準でも有意に異ならない。年
齢については夫の最小値が 23 歳、最大値が 59 歳、平均値が 39.30 歳、妻の最小値が 25 歳、
最大値が 49 歳、平均値が 37.13 歳であり、夫婦の年齢の平均値は 0.1％水準で有意に異なって
いる。子どもの数は最小値が 0 人、最大値が 4 人、平均値が 1.41 人である。ダミー変数につい
てはすべて最小値が 0.00、最大値が 1.00 である。子どもなし、0 － 6 歳の子ども同居、7 －
12 歳の子ども同居、妻の実母もしくは義母との同居、20 歳以上の娘との同居、妻の実質年収が
200 万円以上 400 万円未満、同 400 万円以上 600 万円未満、同 600 万円以上 800 万円未満、
同 800 万円以上に関する 8 つのダミー変数の平均値はそれぞれ 0.26、0.28、0.34、0.38、0.05、





階級 度数 累積度数 相対度数 累積相対度数
0 以上 0.1 未満 13 ― 0.013 ―
0.1 以上 0.2 未満 37 50 0.038 0.051 
0.2 以上 0.3 未満 130 180 0.132 0.183 
0.3 以上 0.4 未満 256 436 0.261 0.444 
0.4 以上 0.5 未満 390 826 0.397 0.841 
0.5 以上 0.6 未満 126 952 0.128 0.969 
0.6 以上 0.7 未満 29 981 0.030 0.999 
0.7 以上 0.8 未満 1 982 0.001 1.000 
0.8 以上 0.9 未満 0 982 0.000 1.000 
0.9 以上 1.0％未満 0 982 0.000 1.000 
0.1 0 982 0.000 1.000 
 妻の相対的所得に関する度数分布表は表3－2に示されている。最小値は0.8以上0.9未満、0.9
以上 1.0 未満および 1.0 の 0、最大値は 0.4 以上 0.5 未満の 390、最頻値および中央値としての
階級は 0.4 以上 0.5 未満である。0.0 以上 0.5 未満で累積相対度数は 0.841 に達し、したがって
妻の実質年収が夫婦の実質総年収の 50％以上である 156 夫婦がサンプル全体に占める比率は
15.9％である。妻の相対的所得が 0.5 以上の夫婦の夫と妻の実質年収の平均値は夫が 451.87 万
円、妻が 546.98 万円で、夫の実質年収が 200 万円を下回る夫婦はのべ 9 夫婦にすぎない。
3.2　実証分析の結果
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































満たし、しかも 10％水準で有意である。さて、妻の相対的所得の 2乗項は符号条件を満たして 1％
水準で有意になった。夫の絶対的所得は妻の家事労働時間を増加させるが有意ではない。基準と
なる実質年収 200 万円未満の妻の絶対的所得は Gupta（2006, 2007）が主張する自治モデルの
符号条件を満たしていないが 5％で有意である。さらに妻の実質年収の階級別ダミー変数と妻の
相対的所得との交差項に注目すれば、4 つともすべて被説明変数と負の相関関係も持ち、実質年
収 200 万円以上 400 万円未満のダミー変数が 10％水準で、それ以外の 3 つのダミー変数が 5％
水準で有意である。ただし、基準となる実質年収 200 万円未満の推定係数 0.23 とそれぞれのダ
ミー変数の推定係数の和は実質年収 200 万円以上 400 万円未満が 0.12、実質年収 400 万円以





はり Gupta（2006, 2007）が主張する自治モデルの符号条件を満たしてはいないが 10％水準で
有意である。妻の実質年収に関する 4 つのダミー変数では実質年収 600 万円以上 800 万円未満















2007）、Gupta and Ash（2008)、あるいは Sullivan（2011）が指摘しているように該当する夫
婦の数は 47 しかなく、全体の 4.8％を占めるにすぎない。しかし変量効果モデルの推定結果を
採用するならば、妻の相対的所得が 0.403 以上である夫婦は 475 あり、48.4％を占め、必ずし
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